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第１号議案  庄内広域水道事業統合準備協議会規約（案）について 

 

庄内広域水道事業統合準備協議会規約（案） 

（目的） 

第１条 この協議会（以下「協議会」という。）は、庄内地域における広域水道企業団の

設立を目指すため、水道事業の統合に関する事務について、構成市町が協議し、合意形

成を図ることを目的とする。 

（名称） 

第２条 協議会は、庄内広域水道事業統合準備協議会という。 

（設置） 

第３条 協議会は、鶴岡市、酒田市及び庄内町がこれを設ける。 

（担任事務） 

第４条 協議会は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事項を協議する。 

 （１）構成市町の水道事業の統合に関する事項 

 （２）その他第１条の目的を達成するために必要な事項 

（事務所） 

第５条 協議会の事務所は、酒田市末広町 14 番 14 号 酒田市上下水道部内に置く。 

（組織） 

第６条 協議会は、会長、副会長及び委員をもってこれを組織する。 

（委員） 

第７条 委員は、別表第１の職にある者をもってこれに充てる。 

２ 委員は、非常勤とする。 

（会長及び副会長） 

第８条 会長及び副会長は、前条第１項の委員の中から互選により定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長の職務

を代理する。 

４ 会長及び副会長は、非常勤とする。 

（協議会の会議） 

第９条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、協議会の担任事務に関する基本的な

事項を決定する。 

（会議の招集） 

第１０条 会議は、会長がこれを招集する。 

２ 委員から会議の招集の請求があるときは、会長はこれを招集しなければならない。 

３ 会議の開催場所及び日時は、会議に付すべき事項とともに、会長が予めこれを委員

に通知しなければならない。 

（会議の運営） 

第１１条 会議は、全委員が出席しなければ、これを開くことができない。 
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２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮り、これを定め

る。 

（幹事会） 

第１２条 協議会に提案する事項について協議又は調整するため、協議会に幹事会を置

く。 

２ 幹事会は、別表第２の職にある者をもって充てる幹事によりこれを組織する。 

（事務局） 

第１３条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

（職員） 

第１４条 事務局に従事する職員（以下「職員」という。）の定数及び当該定数の構成市

町別の配分については、構成市町の長が協議により、これを定める。 

２ 構成市町の長は、前項の規定により配分された定数の職員を、それぞれ当該団体の

職員のうちから、選任するものとする。 

（経費の負担） 

第１５条 協議会の事務に要する費用は、構成市町が負担する。 

２ 前項の規定により構成市町が負担すべき額は、構成市町の長が遅くとも年度開始前

までにその協議により決定しなければならない。この場合においては、構成市町の長

は、予め協議会に、協議会が要する経費の見積に関する書類（事業計画案その他財政計

画の参考となるべき書類を含む。）を求めるものとする。 

（財務に関する事項） 

第１６条 協議会の予算の編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 

（監査） 

第１７条 協議会の出納監査は、会長、副会長が属する構成市町以外の構成市町の監査

委員の内から会長が委嘱した１名がこれを行う。 

２ 監査委員は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

（構成市町の長の監視権） 

第１８条 構成市町の長は、必要があると認めるときは、協議会の担任事務について報

告をさせ又は実施について事務を視察し若しくは出納を検閲することができる。 

（費用弁償等） 

第１９条 会長、副会長、委員及び職員は、その職務を行うために要する費用弁償等を受

けることができる。 

２ 前項の費用弁償等の額及び支給方法等については、規程でこれを定める。 

（協議会解散の場合の措置） 

第２０条 協議会が解散した場合においては、協議会の収支は、解散の日をもって打ち

切り、会長であった者がこれを決算する。 

（補則） 

 第２１条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が別に定め
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る。 

附則 

この規約は、令和５年３月２８日から施行する。 

 

 

別表第１（第７条関係） 

№ 団体名 役職名 

１ 鶴岡市 市長 

２ 酒田市 市長 

３ 庄内町 町長 

 

別表第２（第１２条関係） 

№ 団体名 役職名 

１ 鶴岡市 上下水道部長 

２ 酒田市 上下水道部長 

３ 庄内町 企業課長 
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第２号議案  役員の選出について 

 

規約第８条により、会長及び副会長を委員の中から互選により定める。 

 

 

 

会 長                 

 

副会長                 
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第３号議案  規約（第 14 条及び第 15 条）に関する協議（案）について 

 

庄内広域水道事業統合準備協議会規約に関する協議（案） 

 

 庄内広域水道事業統合準備協議会（以下「協議会」という。）を構成する市町（以下「構

成市町」という。）は、協議会設立に当たり、庄内広域水道事業統合準備協議会規約（以下

「規約」という。）に規定する構成市町の長が定めるべき事項その他必要な事項について、

次にとおり協議し書面を取り交わす。 

 

協議して定める事項 

 １ 規約第１４条（職員の定数及び構成市町別の配分） 

 ２ 規約第１５条（負担すべき経費の額） 

 

 協議して定めた事項 

１ 職員の定数及び構成市町別の配分 

  規約第１４条に規定する事務局に従事する職員の定数は、５名とし、その配分は次

の表の左欄に掲げる構成市町に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる人数とする。 

構成市町名 人数 

鶴岡市  ２名 

酒田市  ２名 

庄内町  １名 

 

 ２ 負担すべき経費の額 

   規約第１５条に規定する構成市町が負担すべき経費は、事務局に従事する職員の給

与等はそれぞれ構成市町での負担とし、その他の経費は、水道統計調査による給水人

口割 90％、均等割 10％の割合をもって構成市町が負担する。 

 

３ 内容の変更 

  この協議書に定める内容を変更する場合は、構成市町の長が協議して別に変更協議

書を取り交わすものとする。 

 

４ 定めのない事項 

  この協議書に定めるもののほか、必要な事項は、構成市町の長が協議して定めるも

のとする。 

 

５ 協議の発効 

  この協議は、令和５年４月１日から発効する。 
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６ 協議の失効 

  この協議は、協議会が解散したときにその効力を失うものとする。 

 

７ 書面の取り交わし 

この協議の成立を証するため、本書３通を作成し、構成市町の長が記名押印の上、 

各自１通を保有する。 
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第４号議案 関係規程（案）について 

 

（規約第１１条関係） 

 庄内広域水道事業統合準備協議会会議運営規程（案） P.8 

 

（規約第１２条関係） 

 庄内広域水道事業統合準備協議会幹事会規程（案）  P.10 

 

（規約第１３条関係） 

 庄内広域水道事業統合準備協議会事務局規程（案）    P.12 

 

（規約第１６条関係） 

 庄内広域水道事業統合準備協議会財務規程（案）   P.15 

 

（規約第１９条関係） 

庄内広域水道事業統合準備協議会委員等の費用弁償に関する規程（案） P.17 

 

（幹事会規程第７条関係） 

 庄内広域水道事業統合準備協議会専門部会設置規程（案） P.18 

 

（事務局規程第６条関係） 

 庄内広域水道事業統合準備協議会代決及び専決事務に関する規程（案） P.20 
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（規約第 11 条関係） 

庄内広域水道事業統合準備協議会会議運営規程（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、庄内広域水道事業統合準備協議会規約（以下「規約」という。）第 11

条第３項の規定により、庄内広域水道事業統合準備協議会（以下｢協議会｣という。）の会

議の運営に関し、必要な事項を定める。 

（議長等の責務） 

第２条 議長は、迅速かつ能率的に会議を運営することに努めなければならない。 

２ 協議会の副会長及び委員（以下｢委員｣という。）は、会議に積極的に参画するとともに、

円滑な議事運営に協力しなければならない。 

（会議の開会及び閉会） 

第３条 会議の開会及び閉会は、議長が宣告する。 

２ 委員は、議長の許可を得た後、発言するものとする。 

（表決） 

第４条 議事の表決は、全会一致によることを原則とする。ただし、十分な議論を尽くし

てもなお意見が分かれた場合は、議長及び委員の３分の２以上の賛成をもって決する。 

（会議の公開） 

第５条 会議は、原則として公開するものとする。ただし、会議を公開することによって、

公正かつ円滑な運営に著しい支障が生じると認められる場合は、あらかじめ議長が会議

に諮り非公開とすることができる。 

（会議録の調製） 

第６条 議長は、次に掲げる事項を記載した会議録を調製するものとする。 

(1) 開催の日時及び場所 

(2) 出席者及び欠席者の氏名 

(3) 会議事項 

(4) 会議経過 

(5) 前各号に掲げるもののほか、議長が必要と認めた事項 

２ 前項の会議録には、会議資料を添付するものとする。 

３ 作成した会議録は、議長の確認を受け、これを保管しておくものとする。 

４ 会議録は、議長が確認した日をもって確定するものとする。 

（会議録の公開） 

第７条 会議録は、原則として公開する。 

（規律） 

第８条 会議場において、資料や文書等を配布しようとするときは、あらかじめ議長の許

可を得なければならない。 

（委任） 

第９条 この規程に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮

り別に定める。 
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附 則 

この規程は、令和５年３月２８日から施行する。 
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（規約第 12 条関係） 

庄内広域水道事業統合準備協議会幹事会規程（案） 

 

（趣旨） 

第１条 庄内広域水道事業統合準備協議会規約（以下「規約」という。）第１２条の規定に

より設置した、庄内広域水道事業統合準備協議会幹事会（以下｢幹事会｣という。）に関し、

必要な事項を定める。 

（所掌事務） 

第２条 幹事会は、庄内広域水道事業統合準備協議会会長（以下｢会長｣という。）の指示を

受け、庄内広域水道事業統合準備協議会（以下｢協議会｣という。）に提案する事項につい

て、協議又は調整するものとする。 

２ 前項に規定するもののほか、構成市町の水道事業の統合に必要な事項について、協議

又は調整するものとする。 

（幹事） 

第３条 幹事は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

（組織） 

第４条 幹事会は、幹事をもって組織する。 

２ 幹事会に幹事長及び副幹事長を置く。 

（会議） 

第５条 幹事会は、幹事長が必要に応じて随時開催する。 

（会議の運営） 

第６条 幹事長は、幹事会を主宰し、会議の議長となる。 

２ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（専門部会） 

第７条 幹事会に専門部会を置く。 

（関係者の出席） 

第８条 幹事会は、必要に応じて関係職員等の出席を求めることができる。 

（報告） 

第９条 幹事長は、幹事会の協議経過及び結果について会長に報告するものとする。 

（庶務） 

第１０条 幹事会の庶務は、規約第１３条に規定する協議会事務局において処理する。 

（委任） 

第１１条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この規程は、令和５年３月２８日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

区 分 職 名 

鶴岡市 上下水道部長 

酒田市 上下水道部長 

庄内町 企業課長 
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（規約第 13 条関係） 

庄内広域水道事業統合準備協議会事務局規程（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、庄内広域水道事業統合準備協議会規約（以下「規約」という。）第 13

条の規定により設置した、庄内広域水道事業統合準備協議会（以下｢協議会｣という。）の

事務局に関し、必要な事項を定める。 

（所掌事務） 

第２条 事務局は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 協議会の会議に関すること。 

(2) 協議会の協議資料の作成に関すること。 

(3) 協議会の庶務に関すること。 

(4) 幹事会・専門部会の庶務に関すること。 

(5) その他協議会の運営に関し必要な事項 

（職員等） 

第３条 事務局に事務局長、事務局次長その他必要な職員を置く。 

２ 分掌事務は、別表第１のとおりとする。 

（職員の職務） 

第４条 事務局長は、事務局の事務を統括する。 

２ 事務局次長は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 事務局内の連絡及び調整 

(2) 事務局長の職務の補佐 

(3) 事務局長に事故あるとき又は欠けたときの職務の代理 

３ 事務局の職員は、別表第１に掲げる事務を遂行する。 

（決裁） 

第５条 会長が決裁する事項は、次のとおりとする。 

(1) 協議会の運営に関する基本方針の決定 

(2) 協議会に提案する議案の決定 

(3) 協議会の予算及び決算 

(4) 規程及び要綱等の制定改廃 

(5) その他特に事務局が重要と判断する事項 

（代決及び専決） 

第６条 事務処理の代決及び専決に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（文書の取扱い） 

第７条 事務局における文書の収受、発送、処理、保存その他文書の取扱いに関し必要な

事項は、会長の属する市町の例による。 

（公印の取扱い） 

第８条 協議会の公印は、会長印とし、協議会の印の名称、ひな形、寸法、書体及び用途

は、別表第２のとおりとする。 
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２ 協議会の公印の取扱いについては、会長の属する市町の例による。 

（職員の服務） 

第９条 職員の服務及び勤務時間その他の勤務条件については、職員が属する市町の例に

よる。 

（給与等） 

第１０条 職員の給与等については、職員が属する市町が支給する。 

２ 職員の旅費については、協議会が支給する。 

（委任） 

第１１条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 

附 則 

この規程は、令和５年３月２８日から施行する。 
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別表第１（第３条関係） 

分 掌 事 務 

（１）事業統合の方式に関すること。 

（２）事業統合の時期に関すること。 

（３）企業団の名称に関すること。 

（４）企業団の事務所の位置に関すること。 

（５）事業統合の諸手続きに関すること。 

（６）規約等の制定に関すること。 

（７）協議会の会議に関すること。 

（８）幹事会に関すること。 

（９）事業統合に係る資料の編纂に関すること 

（10）事業統合に係る広報に関すること。 

（11）庶務及び会計に関すること。 

（12）専門部会の業務に関すること。 

（13）構成市町間の相違事項の協議調整に関すること。 

（14）専門部会等の進行管理に関すること。 

（15）水道基盤強化計画（広域化基本計画）の策定に関すること。 

（16）業務体制、執行システムの構築に関すること。 

（17）認可申請に関すること。 

 

 

別表第２（第８条関係） 

公印の名称 ひな形 寸法 書体 用途 

庄内広域水道事

業統合準備協議

会長印 

庄 内 広 域 

水 道 事 業 

統 合 準 備 協 

議 会 長 之 印 

方２４ミリ てん書 会長名をもって発する文書

用 
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（規約第 16 条関係） 

庄内広域水道事業統合準備協議会財務規程（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、庄内広域水道事業統合準備協議会規約（以下「規約」という。）第

１６条の規定に基づき、庄内広域水道事業統合準備協議会（以下「協議会」という。）

の財務に関し、必要な事項を定める。 

（予算） 

第２条 協議会の予算は、構成市町からの負担金、繰越金及びその他の収入をもって歳入

とし、協議会の運営及び事業に要する経費をもって歳出とする。 

２ 協議会の会長（以下「会長」という。）は、毎会計年度予算を調製し、年度開始前に

協議会に諮るものとする。 

３ 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

４ 会長は、第２項の規定により、予算が協議会の承認を得たときは、当該予算書の写し

を速やかに構成市町の長に送付しなければならない。 

（予算の補正） 

第３条 会長は、会計年度の途中において、既定予算に補正の必要が生じたときは、これ

を調製し、速やかに協議会に諮るものとする。 

２ 前項の規定により、補正予算が協議会の承認を得たときは、前条第４項の規定を準用

する。 

（予算区分） 

第４条 歳入予算の款、項及び目の区分は、別表第１のとおりとする。 

２ 歳出予算の款、項及び目の区分は、別表第２のとおりとする。 

３ 当該年度において臨時的かつ特別な理由があるときは、別表第１及び別表第２に定め

る以外の項及び目を定めることができる。 

（予算の流用及び予備費の充用） 

第５条 会長は、歳出予算の流用又は予備費の充用をしたときは、協議会に報告しなれけ

ればならない。 

（出納及び現金等の保管） 

第６条 協議会の出納は、会長が行う。 

２ 協議会に属する現金等は、銀行その他の金融機関に預け入れなければならない。 

（協議会の出納員） 

第７条 会長は、協議会の事務局職員のうちから協議会の出納員を命ずることができる。 

２ 協議会の出納員は、会長の命を受けて、協議会の出納その他会計事務を掌る。 

（収入及び支出の手続き） 

第８条 協議会の予算に係る収入及び支出の手続きは、別に定める様式により、これを行

うものとする。 

２ 協議会の出納員は、次の各号に定める簿冊を備え、出納の管理を行うものとする。 

（１）予算整理簿 
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（２）前号に掲げるもののほか、必要な簿冊 

（決算等） 

第９条 会長は、毎会計年度終了後、遅延なく、協議会の決算を調製し、協議会の承認を

得るものとする。 

２ 会長は、前項の承認を得るにあたっては、規約第１７条の規定に定められた監査委員

の監査を受け、その結果を添えなければならない。 

３ 会長は、第１項の規定により協議会の承認を得たときは、当該決算書の写しを速やか

に構成市町の長に送付しなければならない。 

（委任） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 

附 則 

 この規程は、令和５年３月２８日から施行する。 

 

別表第１（第４条関係） 

歳入予算の款、項及び目の区分 

款 項 目 

１ 負担金 １ 負担金 １ 負担金 

２ 繰越金 １ 繰越金 １ 繰越金 

３ 諸収入 １ 諸収入 １ 雑入 

 

別表第２（第４条関係） 

歳出予算の款、項及び目の区分 

款 項 目 

１ 運営費 １ 会議費 １ 会議費 

２ 事務費 ２ 事務費 

２ 予備費 １ 予備費 １ 予備費 
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（規約第 19 条関係） 

庄内広域水道事業統合準備協議会委員等の費用弁償に関する規程（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、庄内広域水道事業統合準備協議会規約（以下｢規約｣という。）第１９

条第２項の規定により、庄内広域水道事業統合準備協議会の会長、副会長、委員及び職

員（以下｢協議会委員等｣という。）の費用弁償に関し、必要な事項を定める。 

（費用弁償の額） 

第２条 協議会委員等が協議会の職務を行うため旅行したときは、費用弁償として別表に

掲げる旅費を支給する。 

（支給方法） 

第３条 前条に定めるもののほか、協議会委員等に支給する旅費については、協議会の会

長の属する市町の例により支給するものとする。 

（委任） 

第４条 この規程に定めるもののほか、協議会委員等の費用弁償に関し必要な事項は、会長

が別に定める。 

附 則 

この規程は、令和５年３月２８日から施行する。 

 

別表（第２条関係） 

日当 

（１日につき） 

車賃 

（１ｋｍにつき） 

宿泊料 

（１泊につき） 

2,200 円 29 円 10,350 円 
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（幹事会規程第７条関係） 

庄内広域水道事業統合準備協議会専門部会設置規程（案） 

 

（設置） 

第１条 庄内広域水道事業統合準備協議会幹事会規程第７条の規定により、庄内広域水道

事業統合準備協議会専門部会（以下｢専門部会｣という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 専門部会は、庄内広域水道事業統合準備協議会幹事長（以下｢幹事長｣という。）の

指示を受け、庄内広域水道事業統合準備協議会規約４条に掲げる事項について、専門的

に協議又は調整するものとする。 

（組織） 

第３条 専門部会は、別表に掲げる部会をもって組織する。 

（役員） 

第４条 専門部会に次の役員を置く。 

(1) 部会長  １名 

(2) 副部会長 １名 

（役員の職務） 

第５条 部会長は、専門部会を代表し、会務を総理する。 

２ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 会議は、幹事長の要請により、又は部会長が必要に応じて随時開催するものとす

る。 

２ 部会長は、会議の議長となる。 

３ 部会長は、必要に応じて関係職員の出席を要請することができる。 

４ 部会長は、必要に応じて関係する他の専門部会と合同の会議を開催することができる。 

（報告） 

第７条 部会長は、専門部会の協議経過及び結果について、幹事長に報告するものとする。 

（庶務） 

第８条 専門部会の庶務は、部会長の属する市町の担当部門が行う。 

（委任） 

第９条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この規程は、令和５年３月２８日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



19 

別表（第３条関係） 

専門部会名 

総務管理部会 

営業業務部会 

給水業務部会 

工務建設部会 

維持管理部会 
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（事務局規程第６条関係） 

庄内広域水道事業統合準備協議会代決及び専決事務に関する規程（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、庄内広域水道事業統合準備協議会の事務の円滑な執行を図るととも

に、責任の範囲を明確にするため、別に定めるもののほか、事務処理の代決及び専決に

関し必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この規程において、「事故」とは出張、私事旅行、転地療養その他の事由により職

務を行うことができない場合をいい、「不在」とは事故のため決裁を受けることができな

い状態をいう。 

（会長等の事務の代決） 

第３条 会長が不在のときは、副会長がその事務を代決する。 

２ 会長、副会長及び委員ともに事故があるとき、又は欠けたときは、幹事長がその事務

を代決する。 

（専決事務） 

第４条 幹事長限りで専決することができる事務は、別記第１のとおりとし、事務局長限

りで専決することができる事務は、別記第２のとおりとする。 

２ 前項の規定による専決事務においても、その処理について、特に指示を受けたもの又

は緊急やむを得ないもののほか、重要事項及び異例又は疑義のある事項は、上司の決裁

を受けなければならない。 

（専決事務の代決） 

第５条 幹事長の専決事務については、幹事長に事故があるときは、事務局長がその事務

を代決する。 

２ 事務局長の専決事務については、事務局長に事故あるときは、事務局次長がその事務

を代決する。 

（不在） 

第６条 専決者又は代決者に至るまでの査閲を受けるべき上司が不在の場合は、主務者に

おいて「不在」と記入しなければならない。 

（後閲） 

第７条 専決又は代決した事務のうち、専決者又は代決者においてその主務者の不在の上

司に後閲の必要を認め指示したもの又は主務者において不在の上司に後閲の必要がある

と認めるものについては、主務者は決裁を受けた後、その事項が文書によらないもので

あればその要旨を上司に報告し、文書によるものであれば「後閲」と記入して遅延なく

上司の閲覧に供しなければならない。 

（専決者又は代決者の報告） 

第８条 専決者又は代決者において、専決又は代決した事務について、その内容が重要で

あると認められるものについては、専決者又は代決者は速やかに文書又は口頭をもって

上司に報告しなければならない。 
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附則 

この規程は、令和５年３月２８日から施行し、同年４月１日から適用する。 

 

別記第 1 幹事長の専決事項 

 ア 事務局長の旅行命令、休暇承認に関すること。 

 イ 補助金の申請に関すること。 

 ウ 入札の執行、落札者の決定、見積書の徴収、契約の相手方の決定及び契約書の作成

に関すること。 

 エ 次に掲げる経費の支出に関すること。 

（1）需用費のうち、1件の支出が 50 万円を超える消耗品費、燃料費、印刷製本費 

（2）需用費のうち、1件の支出が 20 万円を超える食糧費 

（3）需用費のうち、1件の支出が 50 万円を超える修繕料 

（4）役務費のうち、1件の支出が 50 万円を超える通信運搬費 

（5）委託料のうち、１件の予定金額が 100 万円を超えるもの 

（6）使用料及び賃借料のうち、１件の予定金額が 100 万円を超えるもの 

（7）備品購入費のうち、１件の予定価格が 100 万円を超えるもの 

 オ その他この協議会の業務に関する重要な事項に関すること。 

 

別記第２ 事務局長の専決事項 

 ア 職員の事務分担の決定及び変更に関すること。 

 イ 職員（事務局長を除く）の旅行命令、時間外勤務命令、休暇承認に関すること。 

 ウ 旅行依頼に関すること。 

 エ 指導監督、検査及び調査に関すること。 

 オ 文書の保存及び廃棄に関すること。 

 カ 物品の管理に関すること。 

 キ 歳入の調定、納入の通知等に関すること。 

 ク 次に掲げる経費の支出に関すること。 

（1）需用費のうち、1件の支出が 50 万円以内の消耗品費、燃料費、印刷製本費 

（2）需用費のうち、1件の支出が 20 万円以内の食糧費 

（3）需用費のうち、1件の支出が 50 万円以内の修繕料 

（4）役務費のうち、1件の支出が 50 万円以内の通信運搬費 

（5）委託料のうち、１件の予定金額が 100 万円以内のもの 

（6）使用料及び賃借料のうち、１件の予定金額が 100 万円以内のもの 

（7）備品購入費のうち、１件の予定価格が 100 万円以内のもの 

 ケ 前各号に定めるもののほか、この協議会の業務に関する定例又は簡易な事項に関す

ること。 
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第５号議案 令和５年度事業計画（案）について 

 

【令和５年度事業計画】 

項  目 内  容 

協議会等の開催 ・水道事業の統合に必要な事項を協議・決定するため、

協議会を随時開催する。 

・幹事会を月１回程度開催する。 

水道基盤強化計画（広域化基本

計画）の策定作業 

・山形県が策定する水道基盤強化計画に併せて、企業

団設立に向けた広域化基本計画を作成する。 

・連絡管整備を含む水運用変更への合意形成。 

統合に係る事務事業調整 ・専門部会による事務事業調整を行う。 

 

先進地視察研修 ・統合協議に関する情報収集のため、先進地の視察研

修を行う。 

 

【広域化のロードマップ】 

 

 

段 階 年度 項   目 

水平統合 R4 ・山形県水道広域化推進プランの策定 

・庄内広域水道事業統合準備協議会の設置 

R5 ・水道基盤強化計画（広域化基本計画）の策定作業 

・事務事業調整 

R6 ・水道基盤強化計画（広域化基本計画）の決定 

・広域化基本協定の締結 

・事務事業調整 

・国交付金申請 

R7 ・企業団設置・規約認可申請（山形県） 

・水道事業設置認可申請（厚生労働省） 

・企業団規約の議決 

・企業団設立（経営の一体化） 

・交付金事業開始 

R8 ・企業団による事業開始 

垂直統合 水運用変更後 ・用水供給事業施設の無償譲渡 
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第６号議案 令和５年度収支予算（案）について 

 

 

１ 総 括 

 

（収 入）                             （単位：千円） 

款 項 本年度予算 前年度予算 比較 

１ 負担金  2,000 0 2,000 

１ 負担金 2,000 0 2,000 

３ 諸収入  1 0 1 

１ 諸収入 1 0 1 

収入合計  2,001 0 2,001 

 

 

（支 出） 

款 項 本年度予算 前年度予算 比較 

１ 運営費  1,981 0 1,981 

１ 会議費 5 0 5 

２ 事務費 1,976 0 1,976 

２ 予備費  20 0 20 

１ 予備費 20 0 20 

支出合計  2,001 0 2,001 

 

 



　（単位：千円）

区分 金額

１　負担金 2,000 0 2,000 １　負担金 2,000 構成市町負担金
　　   鶴岡市 　1,004
　　   酒田市     783
　　   庄内町     213

計 2,000 0 2,000

３款　諸収入　　１項　諸収入

１　雑入 1 0 1 １　雑入 1 預金利息

計 1 0 1

２　収　入

説明

１款　負担金　　１項　負担金

目 本年度 前年度 比較
節

24



１款　運営費　　１項　会議費

区分 金額

１　会議費 5 0 5 １１需用費 5 食糧費 5

計 5 0 5

１款　運営費　　２項　事務費

９　旅費 877 普通旅費 877

１１需用費 295 消耗品費 295

１２役務費 109 通信費
郵送料
振込手数料

63
11
35

１８備品購入費 95 事務用備品 95

２２賃借料 600 端末賃借料 600

計 1,976 0 1,976

２款　予備費　　１項　予備費

１　予備費 20 0 20

計 20 0 20

１　事務費 1,97601,976

３　支　出

目 本年度 前年度 比較
節

説明

（単位：千円）
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